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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　農水省は幅広い業務を行っており、その多くが知財に関わるものだが、これま
　で包括的な説明をしてこなかった。

○　また、農林水産業や農水省の業務も
　　①　グローバル化の進展、特に輸出の促進
　　②　第４次産業革命と言われるデジタル・ネットワーク化の進展
　で近年大きく変貌しつつある。

○　農林水産行政の知財に関係する業務を、今後取り組んで行くべきものも含め、
　４つの柱を立てて体系的に整理した。

○　１つ目は、農林水産品の知財保護。特に輸出の推進という新たな政策を推進し
　ていく中で、海外における知財保護が重要になっている。

○　２つ目は、ＩＣＴを活用した農林水産業の推進。高齢化による労働力対策、　　
　生産性の向上には、急速に進展するスマート農業の実現が必須。
　　しかし、それに伴って、データ処理の標準化、形式知化によるノウハウの流出などの問題への対応も必要になる。

○　３つ目は、規格の標準化。農林水産分野にもＪＡＳ制度があるが、これまでは、
　もっぱら国内消費者への情報提供や品質確保など、消費者行政のツールとして
　使ってきた。この制度を、輸出促進といった状況の変化に伴い、産業政策のツー
　ルとして使っていく。

○　４つ目は、農林水産分野の研究。農林水産分野の研究は公的機関が主体だった
　が、民間とも組んで研究するとともに、研究成果を民間に還元して活用してもら
　うようにする。逆に、民間投資を取り込んだオープンイノベーションが課題。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　これまで海外での育成者権保護については、支援策が無かった。

○　今回、28年度補正予算により、海外での品種登録の支援を行うこととし
　たところ。

○　しかし、他の産業財産権と比べた場合、実際に侵害された場合の訴訟等
　への支援がない等、十分とは言えない内容。

○　そのため、引き続き支援の充実を図っていく。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　農林水産物の海外での知財保護は、育成者権とＧＩだけではない。

○　この資料にあるように、商標や意匠などの産業財産権の侵害も散見される。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　特に中国では、日本の地名が公地でないという理由で、商標登録される
　事例がある。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　スマート農業とは、ＩＣＴやロボット技術を活用して、超省力・高品質　
　生産を実現する新たな農業のことで、最近は農業分野に人工知能やＩｏＴ
　等の最新技術を活用しようという動きが広まっており、これにより取組を
　加速化する。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　ＩＣＴ企業などの経済界の協力を得て立ち上げた「スマート農業研究
　会」で、ＩＣ　Ｔやロボット技術を活用した新たな農業の将来像やロード
　マップを検討。この検討と並行して、生産現場への実装に向けた研究開発
　や導入実証などに取り組んでいる。

○　平成26年３月のスマート農業研究会中間取りまとめでは、将来像とし
　て、ロボット技術やＩＣＴ導入による新たな農業の姿や、今後の取組のタ
　イムスケジュールを分野別に示したロードマップを整理。
　
○　直近の研究会では、第４次産業革命の動きも踏まえ、人工知能やIoTの
　活用による可能性や課題を整理しており、こうした成果も踏まえて重点的
　に取り組むべき課題等を定め、研究開発・導入実証などの取組によりス
　マート農業の実現を図ろうとしている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　生産の際にＩＣＴで取り扱う様々な情報、例えばセンサー情報や作業記
　録情報を、ここでは「農業情報」と呼んでいる。この農業情報を異なる機
　器、システム、生産者の間で相互に利活用できる環境を構築するため、内
　閣官房IT総合戦略室が策定した「農業情報創成・流通促進戦略」に基づき、
　関係各省が連携して農業に関する情報・データの標準化に関するガイドラ
　インの検討に取り組んでいる。

○　これら個別ガイドラインについては、地域やシステムなどによって異な
　る農作業や農作物の名称について標準化することを目的としたガイドライ
　ンについては農水省が中心になって検討し、農作物名ガイドラインは試行
　版、農作業名は本格運用版が策定されている。

○　一方、「データ交換のインタフェース」及び「環境情報のデータ項目」
　の標準化に係るガイドラインも策定しているが、こちらは総務省が中心に
　なって検討している。

○　これらはいずれもロードマップを踏まえブラッシュアップを図っていく。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　海外市場では、価値観や文化、商慣行が異なる者同士が取引を円滑にするた
　めに、標準・認証を活用して、取引上必要な情報や信頼を担保している。

○　さらに、各国とも、規格を戦略的に制定・活用しており、自国に有利に働く
　規格の国際標準化も推進している。

○　このため、我が国も、輸出力強化に当たっては、我が国の強みのアピールに
　つながる規格を定め、国際標準化を進めていくことが重要。

○　一方、日本の食品や農林水産品に関する標準・認証制度としてはＪＡＳ制度
　があるが、現在の制度では産品の「品質」以外の規格が定められないため、成
　分や性状等では表せないような産品の特色や、事業者の能力などのアピールに
　はつながらないものとなっている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　このため、これまでのＪＡＳ制度のあり方を見直し、我が国の強みのア
　ピールにつながる多様なＪＡＳ規格の制定や、ＪＡＳ規格を足掛かりとし
　た国際標準化への対応力強化を進める。

○　ＪＡＳ規格の対象範囲を、現行の産品の品質だけでなく、産品の生産行
　程、分析・評価方法、事業者の生産・流通管理の方式等にも拡大し、多様
　な規格を戦略的に制定・活用できるようにしていきたいと考えている。

○　また、訴求している内容が分かりやすくなるように、マークの見直しも
　行いたいと考えている。

○　こうした仕組みを戦略的に活用できる対応力を強化するため、人材育成
　なども進め、ＪＡＳ規格を足掛かりとした国際規格の制定などにつなげ、
　我が国の競争力強化に寄与していきたいと考えている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　食品産業が急速にグローバル化する中、標準、ルールが食品の取引・流
　通においてますます重要になってきている。こうした中、現在、国際的に
　通用する食品安全管理規格の認証に取り組むには、違う言語で、違う文化
　的背景で策定された外国の規格に頼らざるを得ない状況。

○　将来の産業の発展のためには、標準・ルールの策定に関わる手段を日本
　として持っておく必要があり、日本語で、日本の企業にとって取り組みや
　すい、日本発の食品安全管理の構築を官民連携して推進している。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　この取組は、農林水産物・食品の輸出の阻害要因を取り除くだけでなく、
　国際ルールづくりに参画し、日本の食品安全管理や日本の食品の特徴や良
　さを世界に発信、国際ルールに反映させていく意義があります。これを
　しっかり政策に位置づけ、取組を加速化してまいりたい。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　農業生産工程管理（ＧＡＰ）とは、農業生産活動の持続性を確保する取
　組で、食品安全、環境保全、労働安全に関する法令等を遵守するための点
　検項目をリスト化し、実施、記録、点検、評価を行うことで、生産工程の
　管理、改善を行うといったようにＰＤＣＡサイクルをまわし管理する。

○　点検項目は、例えば右下の３番のイメージにあるように、肥料が施肥基　
　準に基づいて施用されたか、農薬はラベルに記載された使用量守って使用
　したかといった内容を整備・記録することにより、食品の安全性の向上、
　環境の保全に繋がり、機械作業時の服装などに関する内容を整備・記録す
　ることにより、労働安全に繋がる。

○　さらには、こうした取組によって資材コストの低減、農業経営の改善や
　効率化に繋がるとともに、消費者や実需者の信頼の確保が期待される。



3-0Q ERNRXGAPDER

O ERKETHLILEBOHONI-GAPDIAINERNDEEZELCEANDEREHICERITNIL,

EEEEDOGHREFHBECHMBREICENSGEZEAOND,

O

L DG EHET D,

O LHH.AYEYY - INFZYVEYIHFERET, HBE

D%, HAEXDGAPDEFERIZLZRS EELIC. EXREHICLHERKENDGAP

E3]3: 0] bt

BAT HKEDGA PEREIERGHAKD b#’Lé_I““'I{-’Eb\&Sé o

SNREFPOEMFEEETI(E

O BN B -ENEARETE (E27F3831HEERE)
(H28FEEHHHDRA> )
R . . . O ERKEDGAPDREE IS e
(4)7B—1VT—7 v F OBEEEERE - EOWBIZ T, GLOBALG. A. P. W33, MIRH A KT A » OFERR.)
SR #r — - B2 . A NES # MEW%%JW.LL s INFEEH ~OPRELI L . BHEREICR D
DO BR—EARLELG-EWKEY - BROB@ME{RE B, P a2 A
141 BHEZSEROMAEFICLIBHIREDER = 28@7% R0 BT X 5 E B UEDCAPFRGE D B
(ATRR) BERRIICIX. B LG LHIEPEESE (AR, DMERRE) & 3UE, =
ZEm5ERDSN S, HACCP, /N\S5—)L. O JGAP AdvanceDEPEAE# & bDHEE
GLOBALG.A.P. EDRIINGZRET 5, FT-. (EOMBEZ1F. HAGAP BN ROEH A% £ A
ERAEREIIZHBEHEAT S (P8 GAPIZEI T % - EBH BN HEAT S B O & L CIGAPOD & EE LI O Bk
R - FEIDEFADIEEZHET S, (JGAPAdvance) Z37E (5 HAR) .
s B OIEER, 2EERE, WHEERZKE L, & & & #HEdE,
- TR0EE O ERER LA B L. SEAR284E 9 A i kA, )
O EANTEREEFNTL\ZERIZZEEG A P OEUSIANR
OGLOBALG.A.P.OsZsE SR EMHREIADHRS OJGAPDREEEUSHR BRI DR
H22.10 H23.12 H24.6 H25.12 H26.6 H28.3 H28.6 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H28.10
88 30 122 142 196 340 399 236 440 902 1,376 1,681 1,749 1,817 2,529 3,954 4,248
25

Copyright 2016 Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.



プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　農林水産省では、国産農産物の競争力強化や輸出促進に繋げるため、国
　際水準であると認められたＧＡＰを国内の生産者や国内外の実需者へ普及
　する取組を推進している。

○　また、オリンピック・パラリンピック東京大会の食料調達基準では国際
　水準ＧＡＰの認証取得が求められる可能性もある。

○　このため、日本発のＧＡＰの国際規格化を図るとともに、農業者による
　国際水準ＧＡＰ認証の更なる取得を推進することとしている。

○　現状の国内における民間認証ＧＡＰの取得状況は図の下表に示すとおり
　ですが、こうした取組を通じて、東京オリンピック・パラリンピックを契
　機として、国際的に通用する認証を受けた農産物の生産を大幅に増やし、
　世界各国への輸出等が一層拡大する環境を作ることを目指してまいりたい。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　水産エコラベル認証制度とは、水産資源や生態系などの環境にやさしい方法で行われている漁
　業や養殖業を認証する制度で、この制度により認証された漁業や養殖業から生産された水産物　
　や、これらの水産物を利用して作られた製品に対して、水産エコラベルというロゴマークを表示
　することができるという仕組み。
○　世界にいくつかある水産エコラベル認証制度の多くは、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）で採
　択された水産エコラベルガイドラインに基づき、制度構築を行っている。
○　認証された水産物をより確実に消費者の手元に届けるため、水産エコラベル認証制度では、生
　産段階認証と流通加工段階認証の２段階により、認証基準を担保する仕組みをとっている。
　　①　生産段階認証
　　　・　漁業者や養殖業者などの行う環境にやさしい取組を認証。認証取得の対象者は漁業者や
　　　　養殖業者などの生産業者。なおこの段階では、まだラベルを貼ることはできない。
　　②　流通加工段階認証
　　　・　流通・加工業者において、認証された水産物を取り扱う際、その他認証を受けていない
　　　　水産物と混ざらないよう適切な管理を行う必要があり、そのような取組を認証する。この
　　　　認証を取得することで、はじめて製品にラベルを貼るこ
　　　　とができる。
　　　・　認証取得の対象は主に流通・加工業者。生産業者が自らラベルを貼って販売する場合　
　　　　も、この認証が必要。　　
○　なお、既にラベルのある製品を、加工や詰め替え等せずそのまま流通させる場合は、この認証
　は不要。
○　我が国においては、海外発の認証として、漁業についてはイギリスの海洋管理協議会が運営す
　るＭＳＣ認証、養殖業についてはオランダの水産養殖管理協議会が運営するＡＳＣ認証が知られ
　ている。
　　それぞれ３漁業（北海道のホタテ、京都府のアカガレイ、宮城県のカツオ）と１養殖場（宮城　
　県のカキ）が認証を取得している。
○　また、日本発の認証として、漁業についてはマリン・エコラベル・ジャパン協議会が運営する
　ＭＥＬ認証、養殖業については（一社）日本食育者協会が運営するＡＥＬ認証が、24漁業と２養
　殖場において認証が取得されている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　我が国においては、水産エコラベルに対する認知度は未だ低い状況だが、
　世界においては、特に欧州のバイヤーや消費者を中心に持続的な漁業及び
　養殖業の取組への関心が高く、水産物の輸出にあたっては、国際的に認知
　度の高い水産エコラベルが、重要な取引要件として求められる場合がある。

○　また、現在検討中である東京オリンピック・パラリンピック競技大会の
　食材調達基準においても、水産エコラベル認証の取得が調達要件の一つと
　して規定される可能性がある。

○　しかしながら、海外発の水産エコラベルでは、取得に当たって、
　　①　費用が高額であること（1件あたり数百万円から数千万円に及ぶことも）
　　②　我が国の漁業形態や文化を十分反映させたものになっていない
　ことから、取得費用がリーズナブル（平均100万円程度）で、我が国の資源管理　　
　などの取組や魚食文化を十分反映させた国際的な認証スキームが必要。

○　このような現状を踏まえ、政府は、今年度5月に策定された「農林水産業の輸　
　出力強化戦略」に基づき、平成29年度までに現行のマリン・エコラベル・ジャ
　パンの認証制度の中に、輸出向け水産物の認証スキームを構築することを目指
　すとしており、①輸出国・地域のバイヤーや消費者に受け入れられ、②言語や
　コスト面で取り組みやすい規格・認証スキームを、現行のＭＥＬ認証制度に構
　築するための検討を進めているところ。

○　また、養殖業についても、漁業と同様、今後、検討会等を通して、認証ス
　キームの国際標準化を図っていくことを検討している。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　今後、農林水産省や所管国立研究開発法人が取り組む研究開発において、
　・　商品化・事業化に有効な知財戦略を研究開発の企画・立案段階から描　
　　くこと
　・　権利化・秘匿化・公知化や、特許の開放、独占許諾等の多様な選択肢
　　を視野に入れ、最も適切な方法を採用していくこと
　　などを実践するため、農林水産省では、本年２月に、「農林水産研究に　
　　おける知的財産に関する方針」を策定した。

○　具体的には、
　・　研究開発プロジェクトの初期に、参加する研究機関の間で知財に関す
　　る方針を定めた上で、研究開発に取り組むこと、
　・　研究成果については、他の技術と組み合わせたり、複数の知財権で守　
　　るなど、研究機関において適切に管理した上で、必要に応じて独占的な
　　実施を許諾するなど、効果的な形で企業への橋渡しを行うこと
　　などの取組を通じて、プロジェクトの成果を確実に社会実装し、我が国　　
　　の農林水産業・食品産業の競争力強化につなげて参りたい。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　｢知｣の集積と活用の場は、農林水産や食品産業分野に農林水産業以外の
　電機、化学、医学等の民間企業等のアイデア・技術等を導入し、革新的な
　研究成果を生み出し、スピード感を持って新たな商品化・事業化に導く、
　新たなオープンイノベーションの仕組みとして、今年度から本格展開を
　行っている。
　　この仕組みの検討に当たっては、昨年度検討会を設置し、座長には本委員会の
　　委員をされている妹尾先生にお願いして議論いただいたところ。
 
○　この｢知｣の集積と活用の場の仕組みですが、まず、多様な会員が交流す
　る場として産学官連携協議会を本年４月に設立。現時点で1,400を超える
　多様な分野の企業等に入会いただいている。この協議会をベースとして、
　・　商品化・事業化に向けた研究戦略等を策定するグループである研究開
　　発プラットフォーム
　・　目的達成のための研究開発を行うグループである研究コンソーシアム
　　の３層構造で産学官連携研究を進めていくこととしている。

○　この仕組みを活用してオープンイノベーションを推進するに当たり、知　
　財戦略を強化するため、産学官連携協議会のもとに契約・知的財産ワーキ
　ンググループを設置し、知財の取扱方針の検討や、知財マネジメントの事
　例調査等を行い、その結果を協議会会員と共有するなどの取組を実施して
　いる。
　　この契約・知的財産ワーキンググループには、本委員会の委員である髙倉先生
　　に座長を務めていただいており、引き続きご指導賜りたい。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○　農作物の育種を加速化し、知的財産として強みのある新品種を生み出す
 ためには、国内外の多様な育種用素材となる遺伝資源の獲得や、それら遺
 伝形質を司る遺伝情報の解明・知財化、遺伝情報をベースとした効率的な
 育種手法の開発等の取組が不可欠。

○　しかし遺伝資源は、名古屋議定書の発効に伴い、遺伝資源保有国で自国
 の遺伝資源の囲い込み強化等の動きが出てきているため、アジア諸国との
 二国間共同研究を通じて、多様な遺伝的特性を有する海外遺伝資源を獲得
 するための取組を強化する。

○　また、これら遺伝資源を速やかに利用に繋げて新品種を開発するために、 
 まず多様な遺伝資源から収量性や病虫害抵抗性等の育種に有用な形質に関
 与する遺伝子を迅速に解明し、知財化を進める。

○　さらに、
   ・　遺伝子配列の違いを目印として利用するDNAマーカー選抜法や、
   ・　遺伝子を任意に書き換えることができる国産のゲノム編集技術
　など、従来の交配育種よりも効率的な育種技術を開発・知財化し、個々の　
　ケースに応じた知財マネジメントの下で、全国の研究機関・民間企業へ普
　及することにより、地域のニーズに即した新品種の開発や知財化を加速す
　ることとしている。

　　稲においては現在14の公設試験研究機関で耐病性や出穂期をターゲットにDNA　
　マーカー選抜育種を推進中であり、今後他の都道府県や稲以外の作物への展開も
　期待される。
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